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小規模建築物 液状化 有効応力解析 

   

 

１．はじめに 

現状の液状化対策工法は，締固め工法や変形抑止工法

など大規模なものであり，個別の戸建住宅に採用するこ

とは極めて難しい．小規模建築物では，常時の不同沈下

対策として，表層地盤改良工法（以下，表層改良），柱状

地盤改良工法（以下，柱状改良），および小口径鋼管杭工

法（以下，鋼管杭）などが一般的に採用されているが，

これらの工法が液状化に対しても被害低減効果があるこ

とが確認できれば，工法の採用が広がると考えられる． 

東北地方太平洋沖地震以降の調査で，これら常時の対

策として設計・施工された工法は，液状化被害対策とし

ては不十分であったとする報告がある．住宅メーカーや

沈下修復業者からのアンケート調査では，支持層まで達

しない柱状改良や鋼管杭よりも，表層改良の方が液状化

による建物の傾斜角および不同沈下量が小さかったとさ

れているが（図 1）1)，一方で住宅の地盤調査や補強工事

に携わる会社では，鋼管杭，柱状改良，表層改良の順で

液状化被害が低減できたとする調査結果もある（図 2）2)． 

既往の研究 1)では，表層改良は，改良厚さに応じて沈下

が軽減されることが実験と解析から確認されている．柱

状改良も，連続壁で囲い込んだ場合の液状化被害の低減

効果が実験や被害調査により確認されている 3)．さらに近

年では，小規模建築物向けに改良体径 500mm 程度の格子

状の改良工法や，薄鋼矢板による囲い込み工法の効果も

実験や解析で確認されてきている 4)．これらを工法別で比

較した研究は未だ多くないが，限定された条件下におけ

る，模型による効果の比較実験結果が報告されている 5)． 

これらの報告から，震災で既往工法が液状化対策とし

て設計されていれば，結果が異なっていた可能性はある．

しかし，沈下による傾斜の程度は，建物荷重の偏心や隣

棟距離，液状化層の深さや層厚，液状化による噴砂位置，

地震動の卓越方向などにもよるため，傾斜角や不同沈下

量を工法の適用性の判断基準とすることは極めて難しい．

液状化では建物の構造体が損傷する可能性は低く，沈下

による傾斜が問題となるが，戸建住宅の接地圧は小さく， 

 

その傾斜の程度を定量化して判定することは困難である． 

そこで本研究では，こうした小規模建築物の特殊な条

件を満たし，液状化対策工法として採用の可能性が高い，

あるいは今後採用が期待される，表層改良，柱状改良，

各種囲い込み工法を対象として，2 次元の有効応力解析に

より，液状化に対する沈下低減効果の相対比較を試みた． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

２．解析モデルの概要 

非液状化層まで根入れし，支持力を確保すれば液状化

対策には十分なり得るので，本検討では液状化層が地表

面近くから 10m 程度あるいはそれ以深まで存在する場合

の，各工法の減災効果を解析で相対比較することとした． 

想定する上部構造は「枠組壁工法建築物構造計算指針」

の計算例 6)にある一般的な建物の設計と同程度の構造条件

とし，層間変形角 1/200 のときの耐力壁の特性より各階

（層）の剛性を算定。減衰定数は hi=5%とし，表 1 に示す

2 質点モデル（1 次固有周期 T1=0.39sec 相当）を設定した．  

 

 

図 1 地盤対策工法と建物の傾斜角の関係 1)
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図 2 地盤補強工法別の被害軽減件数 2)
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原地盤は，表層部 1m は非液状化層，以深 9m を液状化

層である相対密度 Dr=50%の層として，その下部地盤は

Vs=200m/s 程度，Dr=100%の非液状化層を設定した．解析

ケースは，表 2 に示す無対策地盤（Case1）と，4 種類の

対策工法（Case2～5）とした．Case2，3 は，一般的に不

同沈下対策として採用されている地盤補強工法で，Case4，

5 は，今後，液状化対策工法として期待される工法である． 

なお，これら地盤補強工法の設計条件は液状化の低減効

果の相対比較を目的として設定したものであり，常時の

支持力などについて検討を行って決定したものではない． 

改良体配置条件を図 3 に示す．2 次元で簡易にモデル化

するため，奥行き方向の改良体の配置に応じた重複メッ 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

シュで等価な剛性を与えた線形平面要素として設定した． 

なお，本梗概は，一般社団法人建築研究振興協会での

｢小規模建築物の液状化対策工法の効果に関する研究｣委

員会において検討した成果をまとめたものである． 
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表 2 検討対象の対策工法の仕様と物性値の概要 

Case 

No. 
対策工法 

対策工法の仕様 

備考 改良 

深度 

ポアソン比 

ν 

ヤング率 

E(kPa) 
モデル化 

1 （無対策）     布基礎 

2 表層地盤改良工法 G.L.-2.0m  0.26 7) 31208 線形平面要素 Fc=0.1N/mm2 7) 

3 柱状地盤改良工法（改良径 600mm） G.L.-6.0m  0.26 7) 187246 線形平面要素 Fc=0.6N/mm2 7) 

4 
囲い込み工法 

（柱状地盤改良工法，改良径 500mm） 
G.L.-5.0m  0.26 7) 187246 線形平面要素 

Fc=0.6N/mm2 7) 

100mm ラップで配置 

5 
囲い込み工法 

（鋼板 t=2.3） 
G.L.-5.5m  0.30 2.06E+8 

線形平面要素 

線形はり要素 
SS400，I=1.944E-07m4 

 

表 1 質点系モデルの設定 

質点 

番号 

高さ 

Hi(m) 

質点質量 

Wi(kN) 
層番号 

剛性 

Ki(kN/m) 

3 2.70  97.67  
  

2 8,245  

2 2.70  153.38  

1 8,245  

1 0.60   
  

 

図 3 検討対象の対策工法とモデル化の概要 
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